
�愛媛県告示第７５８号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定

により、北条市長から１のとおり字の区域を新たに画し、及

び２のとおり字の区域を変更する旨の届出があった。

上記の処分は、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）の規

定による換地処分の公告があった日の翌日から効力を生ずる

。
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愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 新たに画する字

２ 字の区域の変更
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字 の 名 称
左記の区域に編入する区域

摘 要
字 名 地 番

善応寺字新田善応寺字蔵谷 甲９０９の１、甲９１０の１から甲
９１０の３まで及び甲９１１の２

これに伴
う道路、
水路等を
含む。字土居

越
甲９４３の１から甲９４３の６まで
及び甲９４４の１

字平原 甲８９１の２、甲８９２の１から甲
８９２の３まで、甲８９３、甲９０１
の１、甲９０１の２、甲９０２の１
、甲９０２の２、甲９０３、甲９０５、
甲９０７の５、甲９０７の６、甲９０
７の１１から甲９０７の１７まで、甲
９０７の１８の一部、甲９０７の１９、
甲９０７の２０の一部、甲９０７の２３
から甲９０７の２５までの一部、甲
９０７の２６、甲９０７の２８の一部、
甲９０７の２９から甲９０７の３４まで
、甲９０８の１から甲９０８の３ま
で、甲９０８の９から甲９０８の１１
まで、乙８９の３及び乙９０の１
から乙９０の８まで

字西佐
古

甲１２８８の２及び甲１２９０の２

字後堂 甲８７６の２、甲８７８、甲８７９、
甲８８５、甲８８８、甲８８９、甲８９０
の１、甲８９０の４、甲８９０の５
、甲８９１の１、甲８９４の２、甲
８９４の４、甲８９４の５、甲９００
の１及び甲９００の２

字宮ノ
鼻

甲８７７、甲８８０の２、甲８８１の
４、甲８８２の一部、甲８８３の１
、甲８８３の２及び甲８８４

字馬田 甲９７２の一部

字 の 名 称
左記の区域に編入する区域

摘 要
字 名 地 番

善応寺字能楽善応寺字平原 甲９０７の１８の一部、甲９０７の２０
の一部、甲９０７の２１、甲９０７の
２２、甲９０７の２３から甲９０７の２５
までの一部、甲９０７の２７及び
甲９０７の２８の一部

これに伴
う道路、
水路等を
含む。

字宮ノ
鼻

甲８８１の１、甲８８１の２の一部
及び甲８８２の一部

字馬田 甲９６９、甲９７０、甲９７１の１、
甲９７１の２、甲９７２の一部及び
甲９８０

字後堂 甲８６１の１、甲８６１の２、甲８６
２の一部及び甲８６３の一部

字西佐
古

甲９９９

字瓜窪 甲９７３、甲９７４、甲９７６、甲９７８
及び甲９７９

字東角 甲８５６の１の一部、甲８５７の１
の一部、甲８５８の４、甲８５９、
甲８６０の１及び甲８６０の２

字明神 甲１０３８及び甲１０３９の１

毎週（火・金）曜日発行 第１３４５号 平成１４年４月５日愛 媛 県 報
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	�	�	�	
�愛媛県告示第７５９号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項本文の

規定により、次のとおり大三島地区衛生事務組合の規約変更

を許可した。

平成１４年４月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更事項

組合の共同処理する事務に学校給食センターの設置及び

運営に関する事務を加える。

２ 規約変更年月日

平成１４年３月１３日

３ 規約変更許可年月日

平成１４年３月１３日

	�	�	�	
�愛媛県告示第７６０号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項本文の

規定により、次のとおり宇和島地区広域事務組合の規約変更

を許可した。

平成１４年４月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更事項

一般廃棄物最終処理場の設置及び管理運営に関する事務

を共同処理する市町村に新たに宇和島市、吉田町、日吉村

及び津島町を加える。

２ 規約変更年月日

平成１４年３月１３日

３ 規約変更許可年月日

平成１４年３月１３日

	�	�	�	
�愛媛県告示第７６１号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第

１１０号。以下「法」という。）第８条第１項の規定に基づく

特定施設の構造等の変更の許可の申請があった。

なお、法第８条第３項において準用する法第５条第３項に

規定する書面は、愛媛県庁及び伊予市役所において告示の日

から３週間公衆の縦覧に供する。

平成１４年４月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

ヤマキ株式会社

伊予市米湊１６９８番地の６

取締役社長 城戸 恒

２ 工場・事業場の名称及び所在地

ヤマキ株式会社第２工場

伊予市下三谷明星田２６２－１

３ 特定施設の種類

水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第１８８号）別表第

１第３号ロ洗浄施設、ホ湯煮施設、ニろ過施設

４ 変更しようとする事項の内容

汚水等の処理の方法及び排出水の汚染状態及び量

５ 汚水等の処理施設に関する事項

変 更 前 変 更 後

処理施設の主要寸法（単位
メートル）

� 縦 １７．７７ 横
１５．１５ 高さ５．８
� 縦 １３．８５ 横
１４．０ 高さ５．７５

� 縦 １７．７７ 横
１５．１５ 高さ５．８
� 縦 １３．８５ 横
１４．０ 高さ５．７５
� 縦 ２１．９５ 横
１５．０ 高さ５．７

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 �脱窒＋中空糸膜
処理＋凝集沈殿＋
砂ろ過
�脱窒＋中空糸膜
処理＋活性炭吸着

�脱窒＋中空糸膜
処理＋凝集沈殿＋
砂ろ過
�脱窒＋中空糸膜
処理＋活性炭吸着
�脱窒＋間欠ばっ
気処理＋凝集沈殿
＋砂ろ過＋活性炭
吸着

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処理前 処理後 処理前 処理後

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常
１，２００
最大
１，４００

通常
１５
最大
２５

通常
６８０
最大
８００

通常
１５
最大
２５

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常
６０
最大
７０

通常
１０
最大
１５

通常
８０
最大
１００

通常
１０
最大
１５

全燐（単位
１リット

ルにつきミ
リグラム）

通常
８
最大
９．５

通常
１
最大
１

通常
３０
最大
４０

通常
１
最大
１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常
３００
最大
３００

通常
３００
最大
３００

通常
６００
最大
６００

通常
６００
最大
６００

字昆輪
首

甲９７７、甲１０３７、甲１０４０の１
及び甲１０４１の１

字池田 甲１０００、甲１００２、甲１００４、甲
１００７の１及び甲１００８

字国峯 甲１０５４の１、甲１０５５から甲１０
５７まで及び甲１０５８の１

字日浦 字１０６０の２

字森木 甲１０９０、甲１０９１の１、甲１０９１
の２、甲１０９２、甲１０９３、甲１１
０８及び甲１１１０から甲１１１５まで

善応寺字長正
寺

善応寺字後堂 甲８６２の一部、甲８６３の一部及
び甲８６４

字東角 甲８５３の１、甲８５４の１、甲８５
５の１、甲８５６の１の一部及び
甲８５７の１の一部

字宮ノ
鼻

甲８６５

字宮ノ
下

甲８４９、甲８５０及び甲８５１の１

字松日
浦

乙７８の３

字城ノ
窪

甲８１７、甲８１８の１及び甲８１９

字高市 甲８１６の１、甲８１６の３及び甲
８１６の４

善応寺字観音
堂

善応寺字畦地 甲７２７、甲７２９、甲７３０、甲７３１
の１、甲７３２の１、甲７６１の２
、甲７６２、甲７６４、甲７６５の２、
甲７６６、甲７６７の１、甲７６７の
３、甲７６８の１、甲７６９の１、
甲７７０の１、甲７７１の１、甲７７
２の１、甲７８６の１、甲７８６の
４、甲７８７、甲７８９の１、甲７９
１の２、甲７９３及び甲７９４

愛 媛 県 報平成１４年４月５日 第１３４５号
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６ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び

最大の値並びに汚水等の１日当たりの量

� 
５排水口

� 
７排水口

	�	�	�	
�愛媛県告示第７６２号
次の病院は、救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令

第８号）第１条第１項の規定による救急病院である。

平成１４年４月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

	�	�	�	
�愛媛県告示第７６３号
愛媛県農業近代化資金利子補給金交付規程（昭和３６年１２月

愛媛県告示第１０５１号）の一部を次のように改正し、告示の日

から施行する。

改正後の愛媛県農業近代化資金利子補給金交付規程の規定

は、平成１４年４月１日以降利子補給承認される農業近代化資

金について適用し、同日前に利子補給承認された農業近代化

資金については、なお従前の例による。

平成１４年４月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

第２条の表第１号の項利子補給率の欄中「（同和地区の青

年農業者に貸し付ける場合及び同和地区農業者（個人に限る

。以下同じ。）に農業生産又は農産物処理加工に伴つて生ず

る公害防止のために必要な施設の改良、造成又は取得に必要

な資金を貸し付ける場合にあつては、年３厘を加算する。）

」を削り、同表第２号の項同欄中「年１分２厘５毛（同和地

区の青年農業者に貸し付ける場合及び同和地区農業者に農業

生産又は農産物処理加工に伴つて生ずる公害防止のために要

する機具の取得に必要な資金を貸し付ける場合にあつては、

年３厘を加算する。）」を「同上」に改め、同表第３号の項

同欄中「年１分２厘５毛（同和地区の青年農業者に貸し付け

る場合にあつては、年３厘を加算する。）」を「同上」に改

め、同表第５号の項同欄中「年１分２厘５毛（同和地区の青

年農業者に貸し付ける場合にあつては、年８厘を加算する。

）」を「同上」に改め、同表第７号の項同欄中「（同和地区

の青年農業者に貸し付ける場合にあつては、年３厘を加算す

る。）」を削る。

	�	�	�	
�愛媛県告示第７６４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第１項の規定

により、新居浜市旦之上土地改良区から認可申請のあった土

地改良事業（維持管理）の計画の変更を平成１４年３月２７日認

可した。

平成１４年４月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

	�	�	�	
�愛媛県告示第７６５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第１項の規定

により、伊予三島市寒川町土地改良区から認可申請のあった

新たな土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排

水）・大倉地区）の施行を平成１４年３月２５日認可した。

平成１４年４月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

汚水等の汚

染状態の値

項 目 変 更 前 変 更 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６～８

最大 ５．８～８．６

通常 ６～８

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １３．６

最大 ２５

通常 １３．９

最大 ２５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５

最大 １０

通常 ５

最大 １０

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ８．９

最大 １５

通常 ９．１

最大 １５

全燐（単位
１リット

ルにつきミ
リグラム）

通常 ０．９

最大 １

通常 ０．９

最大 １

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３４９

最大 ３４９

通常 ６７６

最大 ６７６

汚水等の汚

染状態の値

項 目 変 更 前 変 更 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ７～８

最大 ６．５～８．５

通常 ７～８

最大 ６．５～８．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５

最大 ５

通常 ５

最大 ５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５

最大 ５

通常 ５

最大 ５

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２

最大 ２

通常 ２

最大 ２

全燐（単位
１リット

ルにつきミ
リグラム）

通常 ０．２

最大 ０．２

通常 ０．２

最大 ０．２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １２４

最大 １２４

通常 １５４

最大 １５４

備考 この他に、雨水排水口が５箇所ある。

名 称 所 在 地 開 設 者 名 認 定 の
有効期限

瀬戸内海病院 今治市北宝来町二丁目
４－９

医療法人
生 き る 会

平成１７年
３月２５日
まで

藤 石 病 院 温泉郡重信町志津川１８
４３－１

医療法人
こ ま く さ 会

平成１７年
３月２８日
まで

愛 媛 県 報平成１４年４月５日 第１３４５号

４４１



�愛媛県告示第７６６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第１項の規定

により、伊予三島市豊岡町土地改良区から認可申請のあった

新たな土地改良事業（県単独補助土地改良事業（農道）・学

蓮寺地区）の施行を平成１４年３月２８日認可した。

平成１４年４月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

	�	�	�	
�愛媛県告示第７６７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第１項の規定

により、伊予三島市寒川町土地改良区から認可申請のあった

新たな土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排

水）・西寒川地区）の施行を平成１４年３月２８日認可した。

平成１４年４月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

	�	�	�	
�愛媛県告示第７６８号
宇和土地改良区から認可申請のあった土地改良事業（県単

独補助土地改良事業（農道）・西山田地区）の計画の変更は

、適当と認められるので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５

号）第４８条第９項において準用する同法第８条第６項の規定

により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１４年４月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 土地改良事業（県単独補助土地改良事業（農道）・西

山田地区）変更計画書の写し

� 宇和町土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成１４年４月８日から５月８日まで

３ 縦覧場所

宇和町役場

	�	�	�	
�愛媛県告示第７６９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、小松町から協議のあった町営土地改良事業（県

単独補助土地改良事業（農道）・妙口原地区）の施行に平成

１４年３月２５日同意した。

平成１４年４月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

	�	�	�	
�愛媛県告示第７７０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、小松町から協議のあった町営土地改良事業（県

単独補助土地改良事業（かんがい排水）・妙口原地区）の施

行に平成１４年３月２５日同意した。

平成１４年４月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

	�	�	�	
�愛媛県告示第７７１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、大三島町から協議のあった町営土地改良事業（

県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・新花地区）の施

行に平成１４年３月２５日同意した。

平成１４年４月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

	�	�	�	
�愛媛県告示第７７２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、大三島町から協議のあった町営土地改良事業（

県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・喜三兵衛新田地

区）の施行に平成１４年３月２５日同意した。

平成１４年４月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

	�	�	�	
�愛媛県告示第７７３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、宮窪町から協議のあった町営土地改良事業（県

単独補助土地改良事業（かんがい排水）・数原地区）の施行

に平成１４年３月２５日同意した。

平成１４年４月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

	�	�	�	
�愛媛県告示第７７４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、弓削町から協議のあった町営土地改良事業（県

単独補助土地改良事業（かんがい排水）・佐島地区）の施行

に平成１４年３月２５日同意した。

平成１４年４月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

	�	�	�	
�愛媛県告示第７７５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、玉川町から協議のあった町営土地改良事業（県

単独補助土地改良事業（農道）・鍋地与和木鳥越地区）の施

行に平成１４年３月２８日同意した。

平成１４年４月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

	�	�	�	
�愛媛県告示第７７６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、野村町から協議のあった町営土地改良事業（県

単独補助土地改良事業（区画整理）・表前地区）の施行に平

成１４年３月２７日同意した。

平成１４年４月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

	�	�	�	
�愛媛県告示第７７７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、伊予市から協議のあった市営土地改良事業（県

単独補助土地改良事業（かんがい排水）・宮下間池地区）の

施行に平成１４年３月２５日同意した。

愛 媛 県 報平成１４年４月５日 第１３４５号

４４２



平成１４年４月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

	�	�	�	
�愛媛県告示第７７８号
伊予市から協議のあった市営土地改良事業（ため池等整備

事業・北谷地区）の施行は、適当と認められるので、土地改

良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第５項において準

用する同法第８条第６項の規定により、次のとおり関係書類

を縦覧に供する。

平成１４年４月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 伊予市営土地改良事業（ため池等整備事業・北谷地区

）計画書の写し

� 市営土地改良事業の経費の賦課徴収に関する条例の写

し

２ 縦覧期間

平成１４年４月８日から５月８日まで

３ 縦覧場所

伊予市役所

	�	�	�	
�愛媛県告示第７７９号
波方町から協議のあった町営土地改良事業（ほ場整備事業

・八反地地区）の施行は、適当と認められるので、土地改良

法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第５項において準用

する同法第８条第６項の規定により、次のとおり関係書類を

縦覧に供する。

平成１４年４月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 波方町営土地改良事業（ほ場整備事業・八反地地区）

計画書の写し

� 波方町営土地改良事業の経費の賦課徴収に関する条例

の写し

２ 縦覧期間

平成１４年４月８日から５月８日まで

３ 縦覧場所

波方町役場

	�	�	�	
�愛媛県告示第７８０号
松野町から協議のあった町営土地改良事業（農業用道路整

備事業・奥内地区）の施行は、適当と認められるので、土地

改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第５項において

準用する同法第８条第６項の規定により、次のとおり関係書

類を縦覧に供する。

平成１４年４月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 松野町営土地改良事業（農業用道路整備事業・奥内地

区）計画書の写し

� 松野町土地改良事業費分担金徴収条例の写し

２ 縦覧期間

平成１４年４月８日から５月８日まで

３ 縦覧場所

松野町役場

�愛媛県告示第７８１号
松野町から協議のあった町営土地改良事業（農業用用排水

施設整備事業・奥内地区）の施行は、適当と認められるので

、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第５項に

おいて準用する同法第８条第６項の規定により、次のとおり

関係書類を縦覧に供する。

平成１４年４月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 松野町営土地改良事業（農業用用排水施設整備事業・

奥内地区）計画書の写し

� 松野町土地改良事業費分担金徴収条例の写し

２ 縦覧期間

平成１４年４月８日から５月８日まで

３ 縦覧場所

松野町役場

	�	�	�	
�愛媛県告示第７８２号
松野町から協議のあった町営土地改良事業（農地保全事業

・奥内地区）の施行は、適当と認められるので、土地改良法

（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第５項において準用す

る同法第８条第６項の規定により、次のとおり関係書類を縦

覧に供する。

平成１４年４月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 松野町営土地改良事業（農地保全事業・奥内地区）計

画書の写し

� 松野町土地改良事業費分担金徴収条例の写し

２ 縦覧期間

平成１４年４月８日から５月８日まで

３ 縦覧場所

松野町役場

	�	�	�	
�愛媛県告示第７８３号
平成１４年３月２５日北条市営基盤整備促進事業横谷地区の換

地計画に基づく換地処分があったので、土地改良法（昭和２４

年法律第１９５号）第９６条の４において準用する同法第５４条第

４項の規定により公告する。

平成１４年４月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

	�	�	�	
�愛媛県告示第７８４号
平成１４年３月２６日松野町営基盤整備促進事業西の川地区の

換地計画に基づく換地処分があったので、土地改良法（昭和

２４年法律第１９５号）第９６条の４において準用する同法第５４条

第４項の規定により公告する。

平成１４年４月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛 媛 県 報平成１４年４月５日 第１３４５号

４４３



�愛媛県告示第７８５号
肥料取締法（昭和２５年法律第１２７号）第１２条第２項の規定

により、次のとおり肥料登録の有効期間を更新した。

平成１４年４月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

	�	�	�	
�愛媛県告示第７８６号
愛媛県漁業近代化資金利子補給規程（昭和４４年１０月愛媛県

告示第８８１号）の一部を次のように改正し、告示の日から施

行する。

改正後の愛媛県漁業近代化資金利子補給規程の規定は、平

成１４年４月１日以降に利子補給承認される漁業近代化資金に

ついて適用し、同日前に利子補給承認された漁業近代化資金

については、なお従前の例による。

平成１４年４月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

第２条の表１の項利子補給率の欄、同表３の項同欄及び同

表８の項同欄中「（同和地区の青年漁業者に貸し付ける場合

にあつては、年３厘を加算する。）」を削る。

	�	�	�	
�愛媛県告示第７８７号
海岸保全区域の指定（昭和３２年９月愛媛県告示第７２１号）

の一部を次のように改正する。

平成１４年４月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

別表浜都の項を削る。

	�	�	�	
�愛媛県告示第７８９号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第１４条第２項の規定に基

づき、国土交通省国土地理院長から次のとおり基本測量が終

了した旨の通知があった。

平成１４年４月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 作業種類 基本測量（基準点改測）

２ 作業期間 平成１３年８月２１日から

平成１４年３月２２日まで

３ 作業地域 今治市

越智郡波方町、大西町、菊間町

	�	�	�	
�愛媛県告示第７９０号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第１４条第２項の規定に基

づき、国土交通省国土地理院長から次のとおり基本測量が終

�愛媛県告示第７８８号
海岸法（昭和３１年法律第１０１号）第３条第１項の規定により、次のとおり海岸保全区域を指定する。

平成１４年４月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

登録有
効期限

登録
番号

肥料の
種類

肥料の
名称

保証成
分量
（％）

その他
の規格

生産業者の氏
名又は名称及
び住所

平成１７
年４月
１９日

愛媛県
第１１３７
号

混合石
灰肥料

くみあ
い土壌
改良用
混合石
灰９号

アルカ
リ分
５０．０
く溶性
苦土
９．０

公定規
格のと
おり

大日本ドロマ
イト鉱業株式
会社
愛媛県東宇和
郡城川町大字
田穂１４５６番地
２

平成１７
年４月
１９日

愛媛県
第１１３８
号

混合石
灰肥料

くみあ
い土壌
改良用
混合石
灰１０号

アルカ
リ分
５０．０
く溶性
苦土
１０．０

公定規
格のと
おり

大日本ドロマ
イト鉱業株式
会社
愛媛県東宇和
郡城川町大字
田穂１４５６番地
２

海 岸 名 市 町 村 主 管 省 管 理 者 区 域

燧灘沿岸
浜都海岸

弓削町 国土交通
省

愛媛県知
事

基点１から基点２０までを順次結んだ線並びに基点２０、補助点１４、補助点４、補助点１及び基
点１を順次結んだ線により囲まれた区域
基点及び補助点の表示（角度の表示は、真北）
基点１は、越智郡弓削町下弓削１００３番の標柱
基点２は、基点１から２３８度００分３９．０メートルの地点
基点３は、基点２から３４６度００分３０８．０メートルの地点
基点４は、基点３から９０度００分９．０メートルの地点
基点５は、基点４から３５１度００分８９．０メートルの地点
基点６は、基点５から３４８度００分３２．０メートルの地点
基点７は、基点６から３５６度００分５９．０メートルの地点
基点８は、基点７から２７１度００分８．０メートルの地点
基点９は、基点８から３度００分２０．０メートルの地点
基点１０は、基点９から２７５度００分８．０メートルの地点
基点１１は、基点１０から４度００分３１．０メートルの地点
基点１２は、基点１１から８度００分７７．０メートルの地点
基点１３は、基点１２から０度００分４．０メートルの地点
基点１４は、基点１３から３３度００分５８．０メートルの地点
基点１５は、基点１４から３０４度００分３３．０メートルの地点
基点１６は、基点１５から３９度００分２２．０メートルの地点
基点１７は、基点１６から７９度００分１１．０メートルの地点
基点１８は、基点１７から１５度００分２４．０メートルの地点
基点１９は、基点１８から６１度００分７２．０メートルの地点
基点２０は、基点１９から９０度００分４１．０メートルの地点
補助点１４は、基点１４から１０１度００分１９３．０メートルの地点
補助点４は、基点４から８５度００分２２１．０メートルの地点
補助点１は、基点１から７０度００分１８２．０メートルの地点
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了した旨の通知があった。

平成１４年４月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 作業種類 基本測量（基準点測量）

２ 作業期間 平成１３年５月８日から

平成１４年３月２２日まで

３ 作業地域 大洲市

宇摩郡新宮村

伊予郡松前町

喜多郡長浜町

北宇和郡津島町

�愛媛県告示第７９１号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第１４条第２項の規定に基

づき、国土交通省国土地理院長から次のとおり基本測量が終

了した旨の通知があった。

平成１４年４月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 作業種類 基本測量（ジオイド測量）

２ 作業期間 平成１３年７月９日から

平成１４年３月２２日まで

３ 作業地域 八幡浜市

喜多郡長浜町

西宇和郡伊方町、瀬戸町、三崎町、保内町

、三瓶町

	�	�	�	
�愛媛県告示第７９５号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定

に基づき、次のように都市計画を変更したいので、同条第２

項において準用する同法第１７条第１項の規定により、その都

市計画の変更の案を愛媛県庁及び今治市役所において告示の

日から２週間公衆の縦覧に供する。

平成１４年４月５日

�愛媛県告示第７９２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、今治地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年４月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７９３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、今治地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年４月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７９４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、今治地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年４月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 朝倉伊予桜井停車場線
今治市長沢甲１１９５番４から

同市長沢甲１１９４番４まで

旧 １２．０～２０．６ ０．０５２

新 １２．５～２５．０ ０．０５２

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 朝倉伊予桜井停車場線
今治市長沢甲１１９５番４から

同市長沢甲１１９４番４まで
平成１４年４月５日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 今治丹原線
越智郡朝倉村大字古谷甲１２２０番地先から

同大字乙１８７番３地先まで

旧 ８．６～１３．０
１４．５～５４．９

０．１３３
０．１０３

新 １４．５～５４．９ ０．１０３

�	�	�	�	�	�	�	
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愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 都市計画の種類及び名称

今治広域都市計画道路３・５・３５丸田辻堂線

２ 都市計画を変更する土地の区域

� 追加する部分 今治市常盤町八丁目、鯉池町三丁目、

片山三丁目、片山四丁目

� 削除する部分 なし

	�	�	�	
�愛媛県告示第７９７号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第６３条第１項の規定

に基づき、松山広域都市計画下水道事業重信公共下水道（重

信町施行）の事業計画の変更を次のように認可した。

平成１４年４月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 事業施行期間

平成１１年１２月１４日から

平成２１年３月３１日まで

２ 事業地

� 収用の部分

愛媛県温泉郡重信町大字南野田地内

� 使用の部分

愛媛県温泉郡重信町大字南野田地内

�愛媛県告示第７９６号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成１４年４月５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県人事委員会公告第１号
平成１４年度愛媛県警察官（男性）（大学卒及び大学卒特別募集）採用候補者試験公告

平成１４年４月５日

愛媛県人事委員会
�
�
�
�

松山市一番町四丁目４番地２愛媛県庁内 〒７９０－８５７０
�
�
�
�

電話（０８９）９４１－２１１１ 内線３５７６・３５７７

愛媛県警察本部
�
�
�
�

松山市南堀端町２番地２ 〒７９０－８５７３
�
�
�
�

電話（０８９）９３４－０１１０ 内線２６２３・２６２４

愛媛県警察官（男性）（大学卒及び大学卒特別募集）採用候補者試験を次のとおり行います。

なお、この試験（大学卒特別募集を除く。）を受けることにより、警視庁、千葉県、大阪府又は兵庫県の警察官になるみち

があります。

１ 受付期間

平成１４年４月８日（月）から５月２日（木）までの執務時間中（月曜日から金曜日までの午前８時３０分から午後５時１５分

まで）受け付けます。

なお、郵送の場合は、同日までの消印のあるものに限り、受け付けます。

２ 試験区分、採用予定人員及び採用予定時期

試験は、次の試験区分ごとに行いますが、申し込みできる試験区分は一つに限ります。

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

今局建（開）第５号

平成１４年３月２０日

越智郡大西町大字九王甲２５９９番１０、甲２６０５番３、甲２６０６番３及び甲
２６０７番３

越智郡大西町大字脇甲８８２番地
株式会社四国メッキ
代表取締役 野 間 道 隆

松局伊土検（開）第４０号

平成１４年３月２２日

伊予郡松前町大字筒井字吉藤４４９番１及び４５０番１並びに４５０番１地
先町有地及び４５０番１地先水路

松山市桑原三丁目１番７号
株式会社コーシンコンストラクショ
ン
代表取締役 福 枡 登志雄

１３八局宇土第１３７２号

平成１４年３月２６日

東宇和郡宇和町大字岩木６２１番１、６２２番１、６２３番１、６２５番１、６２
６番１、６２７番、６２８番１、６２９番１、６３０番及び６３１番１

八幡浜市大字郷１番耕地１２番地１
堀田建設株式会社
代表取締役 堀 田 隆

八局大土（開）第６８１号

平成１４年３月２８日
長浜町大字晴海３番４３、３番４５及び３番４７

喜多郡長浜町大字長浜甲４８０番地３
長浜町長 西 田 洋 一

人事委員会公告
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なお、試験区分で大学卒を志望する場合は、次のことに注意してください。

� 志望する都府県を第２志望まで選択できます。ただし、愛媛県を第２志望とすることはできません。

� 申込み後の志望都府県の変更はできません。

� 第１志望の都府県で第１次試験に合格した場合、第２志望はなかったものとみなします。

３ 職務の内容

個人の生命、身体及び財産の保護、犯罪の予防及び捜査、被疑者の逮捕、交通の取締りその他公安の維持に従事します。

４ 受験資格

� 日本の国籍を有する者

� 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第１６条各号のいずれにも該当しない者

� それぞれの試験について、次に該当する者

５ 試験の方法

試験は、第１次試験及び第２次試験とし、第２次試験は、第１次試験に合格した者に対して行います。

� 第１次試験

ア 教養試験

警察官として必要な一般的知識及び知能について、大学卒業程度の筆記試験（択一式）を行います。

イ 身体検査

警察官として職務執行上必要な身体を有するかどうかについて、次のような基準で検査します。

夏季用運動服を必ず持参してください。

� 身 長 １６０センチメートル以上であること。

� 体 重 ４７キログラム以上であること。


 胸 囲 ７８センチメートル以上であること。

� 視 力 両眼とも、裸眼視力が０．６以上又は矯正視力が１．０以上であること。

� 弁色力 完全であること。

� 聴 力 完全であること。

� その他 身体に障害その他の異常がなく健康であること。

� 第２次試験

ア 口述試験

イ 作文試験

ウ 身体精密検査

エ 体力検査

オ 適性検査

６ 試験日、場所及び合格発表

試 験 区 分
採 用 予 定 人 員

採用予定時期
愛 媛 県 警 視 庁 千 葉 県 大 阪 府 兵 庫 県

大 学 卒 ３２人 程 度 ３ 人 程 度 ３ 人 程 度 ８ 人 程 度 ３ 人 程 度 平成１５年４月１日

大 学 卒
特 別 募 集 ４６人 程 度 平成１４年１０月１日

試 験 区 分 生 年 月 日 ・ 学 歴 ・ そ の 他

大 学 卒
昭和４７年４月２日から昭和６０年４月１日までに生まれた男子で、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）による大学（短

期大学を除く。）若しくはこれと同等と人事委員会が認めるもの（以下「大学等」という。）を卒業した者又は大学等
を平成１５年３月末日までに卒業する見込みの者

大 学 卒
特 別 募 集

ア 昭和４７年４月２日から昭和５９年４月１日までに生まれた男子で、大学等を卒業した者又は大学等を平成１４年９月末
日までに卒業する見込みの者

イ 平成１４年１０月１日の採用に応じられる者

区 分 試 験 区 分 試 験 日 場 所 合 格 発 表

第１次試験

大 学 卒
平成１４年５月１９日

（日曜日）
�
�
�
�

午前 学科試験��
�
�午後 身体検査

松山南高等学校

（松山市末広町１１番地１）

平成１４年５月下旬に愛媛県庁

前掲示板に掲示するほか、合

格した者に通知します。大 学 卒
特 別 募 集

第２次試験

大 学 卒

第１次試験に合格した者に通知します。

平成１４年７月中旬に愛媛県庁

前掲示板に掲示するほか、合
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７ 合格から採用まで

� この試験の最終合格者は、愛媛県警察官（男性）採用候補者として、試験区分ごとに作成する採用候補者名簿に記載さ

れます。

この名簿は、原則として、大学卒は平成１５年４月以降の、大学卒特別募集は平成１４年１０月以降の採用に対するものであ

り、その有効期間は、この名簿に記載された日（合格通知書に記載）から１年間です。

� 採用は、前記採用候補者名簿に記載された者のうちから任命権者（警察本部長）が選考を行い、決定します。したがっ

て、採用候補者名簿に記載された者がすべて採用されるとは限りません。

また、採用候補者名簿に記載されても、大学卒は平成１５年３月末日までに、大学卒特別募集は平成１４年９月末日までに

大学等を卒業できなかった場合は、採用されません。

� 採用者は、愛媛県巡査に任命されます。任命後は、愛媛県警察学校に入校し、６箇月間初任教養を受けた後、県下各警

察署に配置されます。

� 現行の警察制度では、だれでも成績次第で、管区警察学校又は警察大学校に入校して幹部としての教養を受ける機会が

与えられ、上級の警察官への昇進のみちが開けています。

＊ 愛媛県以外の都府県については、志望する都府県に直接問い合わせてください。

８ 給与等

� 初任給は、職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５７号）等の規定により、原則として、公安職給料表１級６

号給（現行給料月額１９０，０００円）が支給され、このほか該当者に対しては、扶養手当、住居手当、通勤手当、特殊勤務手

当、超過勤務手当、期末手当、勤勉手当等が支給されます。

� 勤務に必要な被服等が支給されます。

＊ 愛媛県以外の都府県については、志望する都府県に直接問い合わせてください。

９ 受験手続

１０ 試験結果の開示

この採用試験の結果については、愛媛県個人情報保護条例第２５条第１項の規定に基づき、次のとおり口頭により開示を請

求することができます。ただし、愛媛県を志望した受験者に限ります。

開示を希望する場合は、受験者本人が、本人であることを確認できる書類（学生証又は身分証明書、運転免許証、旅券、

合格通知書等）を持参のうえ、執務時間中（月曜日から金曜日までの午前８時３０分（合格発表当日のみ、午後１時）から午

後５時１５分まで）に人事委員会事務局へ直接おいでください。

なお、電話、はがき等による開示の請求はできませんので、注意してください。

（注）開示する試験結果は、愛媛県を志望した受験者にかかるもので、愛媛県以外の都府県を第１志望とした受験者にかかる

試験結果の開示については、それぞれの都府県により取扱いが異なります。

申込用紙の請求
愛媛県人事委員会事務局、愛媛県警察本部警務課、愛媛県警察学校又は県下各警察署で交付します。
なお、郵便により請求する場合は、試験区分にかかわらず封筒の表に「警察官（男性）（大卒）請求」と朱書し、９０円
切手（１部につき）をはった、あて先明記の返信用封筒を同封してください。

申込方法及び受
験票の交付

申込書及び受験票（申込みのときは、写真は、はらないこと。）には、必要な事項を記入して愛媛県人事委員会事務局
へ提出してください。申込書の受付と同時に受験票を交付します。受付を終わった受験票には、最近６箇月以内に撮影し
た写真（上半身、脱帽、正面向き、縦６センチメートル、横４．５センチメートル）をはって試験当日持参してください。
なお、郵便により申し込む場合は、封筒の表に「警察官（男性）（大卒）申込み」又は「警察官（男性）（大卒特別募

集）申込み」と朱書し、受験票の表に必ずあて先を明記して５０円切手をはったうえで、配達記録郵便又は簡易書留郵便に
より愛媛県人事委員会事務局へ送付してください。
受験票が５月１３日（月）までに手元に届かない場合は、愛媛県人事委員会事務局へ問い合わせてください。

受験手続その他
の問い合わせ先

愛媛県人事委員会事務局、愛媛県警察本部警務課、愛媛県警察学校又は県下各警察署へ問い合わせてください。
なお、郵便による場合は、あて先を明記して、所要の切手をはった返信用封筒を同封するか、又は往復はがきで問い合

わせてください。

区 分 開示請求できる人 開示内容 開 示 期 間 開 示 場 所

第１次試験 第１次試験不合格者 総合得点

及び

総合順位

合格発表の日から１月間

愛媛県人事委員会事務局

第２次試験 第２次試験受験者 合格発表の日から１月間

大 学 卒
特 別 募 集

格した者に通知します。
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�愛媛県人事委員会公告第２号
平成１４年度愛媛県警察官（女性）（大学卒及び大学卒特別募集）採用候補者試験公告

平成１４年４月５日

愛媛県人事委員会
�
�
�
�

松山市一番町四丁目４番地２愛媛県庁内 〒７９０－８５７０
�
�
�
�

電話（０８９）９４１－２１１１ 内線３５７６・３５７７

愛媛県警察本部
�
�
�
�

松山市南堀端町２番地２ 〒７９０－８５７３
�
�
�
�

電話（０８９）９３４－０１１０ 内線２６２３・２６２４

愛媛県警察官（女性）（大学卒及び大学卒特別募集）採用候補者試験を次のとおり行います。

１ 受付期間

平成１４年４月８日（月）から５月２日（木）までの執務時間中（月曜日から金曜日までの午前８時３０分から午後５時１５分

まで）受け付けます。

なお、郵送の場合は、同日までの消印のあるものに限り、受け付けます。

２ 試験区分、採用予定人員及び採用予定時期

試験は、次の試験区分ごとに行いますが、申し込みできる試験区分は一つに限ります。

３ 職務の内容

個人の生命、身体及び財産の保護、犯罪の予防及び捜査、被疑者の逮捕、交通の取締りその他公安の維持に従事します。
４ 受験資格

� 日本の国籍を有する者

� 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第１６条各号のいずれにも該当しない者

� それぞれの試験について、次に該当する者

５ 試験の方法

試験は、第１次試験及び第２次試験とし、第２次試験は、第１次試験に合格した者に対して行います。

� 第１次試験

ア 教養試験

警察官として必要な一般的知識及び知能について、大学卒業程度の筆記試験（択一式）を行います。

イ 身体検査

警察官として職務執行上必要な身体を有するかどうかについて、次のような基準で検査します。

夏季用運動服を必ず持参してください。

� 身 長 １５５センチメートル以上であること。

� 体 重 ４５キログラム以上であること。


 視 力 両眼とも、裸眼視力が０．６以上又は矯正視力が１．０以上であること。

� 弁色力 完全であること。

� 聴 力 完全であること。

� その他 身体に障害その他の異常がなく健康であること。

� 第２次試験

ア 口述試験

イ 作文試験

ウ 身体精密検査

試 験 区 分 採用予定人員 採用予定時期

大 学 卒 ２ 人 程 度 平成１５年４月１日

大 学 卒
特 別 募 集 ４ 人 程 度 平成１４年１０月１日

試 験 区 分 生 年 月 日 ・ 学 歴 ・ そ の 他

大 学 卒
昭和４７年４月２日から昭和６０年４月１日までに生まれた女子で、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）による大学（短

期大学を除く。）若しくはこれと同等と人事委員会が認めるもの（以下「大学等」という。）を卒業した者又は大学等
を平成１５年３月末日までに卒業する見込みの者

大 学 卒
特 別 募 集

ア 昭和４７年４月２日から昭和５９年４月１日までに生まれた女子で、大学等を卒業した者又は大学等を平成１４年９月末
日までに卒業する見込みの者

イ 平成１４年１０月１日の採用に応じられる者

愛 媛 県 報平成１４年４月５日 第１３４５号
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エ 体力検査

オ 適性検査

６ 試験日、場所及び合格発表

７ 合格から採用まで

� この試験の最終合格者は、愛媛県警察官（女性）採用候補者として、試験区分ごとに作成する採用候補者名簿に記載さ

れます。

この名簿は、原則として、大学卒は平成１５年４月以降の、大学卒特別募集は平成１４年１０月以降の採用に対するものであ

り、その有効期間は、この名簿に記載された日（合格通知書に記載）から１年間です。

� 採用は、前記採用候補者名簿に記載された者のうちから任命権者（警察本部長）が選考を行い、決定します。したがっ

て、採用候補者名簿に記載された者がすべて採用されるとは限りません。

また、採用候補者名簿に記載されても、大学卒は平成１５年３月末日までに、大学卒特別募集は平成１４年９月末日までに

大学等を卒業できなかった場合は、採用されません。

� 採用者は、愛媛県巡査に任命されます。任命後は、愛媛県警察学校に入校し、６箇月間初任教養を受けた後、県下各警

察署に配置されます。

� 現行の警察制度では、だれでも成績次第で、管区警察学校又は警察大学校に入校して幹部としての教養を受ける機会が

与えられ、上級の警察官への昇進のみちが開けています。

８ 給与等

� 初任給は、職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５７号）等の規定により、原則として、公安職給料表１級６

号給（現行給料月額１９０，０００円）が支給され、このほか該当者に対しては、扶養手当、住居手当、通勤手当、特殊勤務手

当、超過勤務手当、期末手当、勤勉手当等が支給されます。

� 勤務に必要な被服等が支給されます。

９ 受験手続

１０ 試験結果の開示

この採用試験の結果については、愛媛県個人情報保護条例第２５条第１項の規定に基づき、次のとおり口頭により開示を請

求することができます。

開示を希望する場合は、受験者本人が、本人であることを確認できる書類（学生証又は身分証明書、運転免許証、旅券、

合格通知書等）を持参のうえ、執務時間中（月曜日から金曜日までの午前８時３０分（合格発表当日のみ、午後１時）から午

後５時１５分まで）に人事委員会事務局へ直接おいでください。

なお、電話、はがき等による開示の請求はできませんので、注意してください。

区 分 試 験 区 分 試 験 日 場 所 合 格 発 表

第１次試験

大 学 卒
平成１４年５月１９日

（日曜日）
�
�
�
�

午前 学科試験��
�
�午後 身体検査

松山工業高等学校

（松山市真砂町１番）

平成１４年５月下旬に愛媛県庁

前掲示板に掲示するほか、合

格した者に通知します。大 学 卒
特 別 募 集

第２次試験

大 学 卒

第１次試験に合格した者に通知します。

平成１４年７月中旬に愛媛県庁

前掲示板に掲示するほか、合

格した者に通知します。大 学 卒
特 別 募 集

申込用紙の請求
愛媛県人事委員会事務局、愛媛県警察本部警務課、愛媛県警察学校又は県下各警察署で交付します。
なお、郵便により請求する場合は、試験区分にかかわらず封筒の表に「警察官（女性）（大卒）請求」と朱書し、９０円
切手（１部につき）をはった、あて先明記の返信用封筒を同封してください。

申込方法及び受
験票の交付

申込書及び受験票（申込みのときは、写真は、はらないこと。）には、必要な事項を記入して愛媛県人事委員会事務局
へ提出してください。申込書の受付と同時に受験票を交付します。受付を終わった受験票には、最近６箇月以内に撮影し
た写真（上半身、脱帽、正面向き、縦６センチメートル、横４．５センチメートル）をはって試験当日持参してください。
なお、郵便により申し込む場合は、封筒の表に「警察官（女性）（大卒）申込み」又は「警察官（女性）（大卒特別募

集）申込み」と朱書し、受験票の表に必ずあて先を明記して５０円切手をはったうえで、配達記録郵便又は簡易書留郵便に
より愛媛県人事委員会事務局へ送付してください。
受験票が５月１３日（月）までに手元に届かない場合は、愛媛県人事委員会事務局へ問い合わせてください。

受験手続その他
の問い合わせ先

愛媛県人事委員会事務局、愛媛県警察本部警務課、愛媛県警察学校又は県下各警察署へ問い合わせてください。
なお、郵便による場合は、あて先を明記して、所要の切手をはった返信用封筒を同封するか、又は往復はがきで問い合

わせてください。
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�愛媛県公安委員会告示第８号
次の遊技機の型式は、技術上の規格に適合していると認めるので、遊技機の認定及び型式の検定等に関する規則（昭和６０年

国家公安委員会規則第４号）第９条第１項の規定に基づき、公示する。

平成１４年４月５日

愛媛県公安委員会委員長 宮 本 一 成

区 分 開示請求できる人 開示内容 開 示 期 間 開 示 場 所

第１次試験 第１次試験不合格者 総合得点

及び

総合順位

合格発表の日から１月間

愛媛県人事委員会事務局

第２次試験 第２次試験受験者 合格発表の日から１月間

遊技機

の種類

遊技機

の区分
型 式 の 名 称 製造業者名

申 請 者 検定

番号

検定の有

効期間
氏名（法人にあっては、名
称及び代表者の氏名）

住所（法人にあっては、主
たる事務所の所在地）

ぱちんこ
遊技機 第１種 ミラクルマウスＳＶ 株式会社ソフィア 株 式 会 社 ソ フ ィ ア

（井置 定男）
群馬県桐生市境野町七丁目２０
１番地 ６０１８

愛媛県公安委
員会告示の日
から３年間

第３種 ＣＲダイナマイトキュ
ーティーＪ

株式会社ニューギ
ン

株 式 会 社 ニ ュ ー ギ ン
（新井 悠司）

愛知県名古屋市中村区烏森町
三丁目５６番地 ６０１９

第２種 ワニざんす 〃 〃 〃 ６０２０

第１種 ＣＲドラゴンチャンス
Ｚ 株式会社ミズホ 株 式 会 社 ミ ズ ホ

（安藤 壽雄）
東京都江東区有明三丁目１番
地２５ ６０２２

〃 ＣＲもののけやしき 〃 〃 〃 ６０２３

〃 ＣＲフィーバーバイキ
ングＳＰ 株式会社三共 株 式 会 社 三 共

（毒島 秀行）
群馬県桐生市境野町六丁目４６
０番地 ６０２９

〃 ＣＲフィーバーダチョ
ウ倶楽部ＧＰ 株式会社ダイドー 株 式 会 社 ダ イ ド ー

（寳田 久治）
東京都渋谷区東二丁目２３番３
号 ６０３０

〃 フィーバーダチョウ倶
楽部ＤＸ 〃 〃 〃 ６０３１

回胴式遊
技機 回胴式 ゼット－３０ 株式会社ネット 株 式 会 社 ネ ッ ト

（国本 幸司）
大阪府堺市旭ヶ丘北町一丁４
番５号 ６０１６

〃 ブラックエンジェルズ
２

株式会社バルテッ
ク

株 式 会 社 バ ル テ ッ ク
（中野 純弘）

大阪府大阪市北区本庄東一丁
目１番１０号 ６０１７

〃 バベル 株式会社エレコ 株 式 会 社 エ レ コ
（小森富美雄）

東京都江東区有明三丁目１番
地２５ ６０２１

〃 ヒマツリ 太陽電子株式会社 太 陽 電 子 株 式 会 社
（安井 一俊）

愛知県名古屋市西区長先町９２
番地 ６０２４

〃 ダイフンカ－３０ 〃 〃 〃 ６０２５

〃 チェリートラベル－３
０ 株式会社エマ 株 式 会 社 エ マ

（赤松 泰治）
兵庫県伊丹市北伊丹九丁目８０
番地の４ ６０２６

〃 チョウジュウオウＳ サミー株式会社 サ ミ ー 株 式 会 社
（里見 治）

東京都豊島区東池袋二丁目２３
番２号 ６０２７

〃 ゴーストショック２ 〃 〃 〃 ６０２８

〃 フィーバーフランケン
Ｓ 株式会社ダイドー 株 式 会 社 ダ イ ド ー

（寳田 久治）
東京都渋谷区東二丁目２３番３
号 ６０３２

公安委員会告示
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